
 

最近の他議会の取組事例～政務活動費のオンライン化について～ 

 
１ 現状 

  地方自治法の改正（令和５年５月８日公布、令和６年４月１日施行）により、

政務活動費に係る収支報告は、電磁的記録でも議長に提出できることになっ

た。 

  この改正を受け、地方議会の中には、収支報告書と領収書その他証拠書類及

び各種届出について電磁的記録で処理することとし、政務活動費のシステム

を導入して、オンライン化を進める議会が出てきている。 

 
２ 本県議会の状況 

令和５年度の団長会申し合わせにより、当面、書面により議長に収支報告書

等を提出することとした。 

 
３ システムについて 

  政務活動費のシステムは、支出伝票の作成から最終的な収支報告書等の議

長提出までの事務作業をオンライン化し、議員及び事務局双方の事務の効率

化を図るためのものである。 

 

４ 先行導入議会 

埼玉県議会において、政務活動費に特化したクラウド型オンライン申請シ

ステムについて、２年間の実証実験の後、本年４月から本格導入した。 

  
５ システム導入の効果（議会局聞き取り） 

・ 議員から事務局に提示された支出伝票等の記載漏れや誤記載などの修正

が必要な場合、電子上でやり取りができるため、修正に要する時間が短縮

された。 

・ 時間や場所を気にせずに処理が可能なため、会派内や事務局とのやり取り

がスムーズになった。 

・ 修正経過が履歴として残るため、修正箇所や内容が分かりやすくなった。 

・ 会派及び議員と事務局間の連絡の時間や労力が軽減された。 

・ 事務局の負担も軽減された。 
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